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昨年自宅を建て替えた。木造�築２５年の使

い勝手の悪い家ではあったが、躯体はしっか

りしていると素人なりに判断をして、建て替

えるつもりは全くなかった。ところが、２年

程前に横浜市の耐震診断を受けたところ、「大

きな地震の際には倒壊の危険がある」という

結果が出た。建て替え前の家は、昭和５６年に

建て売りの物件を購入したものであったが、

この年は建築基準法の改正があり耐震基準が

強化された年で、調べてみると、私が購入し

た家は基準強化前の駆け込みの物件であった。

この問題については、迂闊にも当時はまった

く認識せず、世間もあまり騒いでいなかった

ように記憶するが、耐震診断の結果が引き金

になって、建て替えを行った次第である。

私事はさておき、ある新聞を見ていたら、

「２００６年の新造船の受注量が１億総トンを超

えた可能性がある」と書いてあった。過去の

受注量は２００３年の約７，７００万総トンが最高であ

ったと記憶するが、２００６年はそれを大幅に上

回ることになる。海上荷動きは、貨物の種類

を問わず右肩上がりで増加しており、当面大

きな不安要因も見当たらないことから、船主

�運航者等の建造意欲が引き続き旺盛である

ことは理解できる。

これに加えて、それぞれの判断から、構造

要件�塗装要件等の強化という流れの中で、

「改定前のルールが適用される船を建造した

方が得策」との意識が、発注者側にも造船所

側にもあって、竣工が随分と先であり、また

歴史的に見れば（この言葉は最近の海運業界

内で大声で言うのははばかられるが）船価が

高い水準にあるにもかかわらず、いわゆるス

トック�ボートを含む「駆け込み発注」の部

分がかなりの量に上り、１億総トンという大

きな数字になったのではなかろうか。

少し前の事例では、タンカーのダブルハル

化の問題があった。この時も、一部にシング

ルハル�タンカーの駆け込み発注があり、船

価も高い時期であったため、結果的に船主経

済への負担が残り、またその後起こったフェ

ーズアウトの問題に直面することとなった。

あれこれと思いを巡らせながらも、駆け込

み発注を含んだ昨年の大量発注が、海運業界

およびその関係者にどのような影響�結末を

もたらすのか、関心を持たざるをえない。

駆け込み発注に思う
日 本 船 主 協 会 常 任 理 事
新和海運株式会社 代表取締役社長 筧 孝彦

巻 頭 言
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１

国際会議レポート

STCW条約・コードの包括的な見直しに係わる審議始まる
―IMO第３８回訓練・当直基準小委員会（STW３８）の模様について―

国際海事機関（IMO）の第３８回訓練・訓練当直

基準小委員会（STW３８）が、２００７年１月２２日から

２６日までの間、ロンドンの王立園芸会議場におい

て開催された。今次会合では、STCW条約・コー

ドの包括的見直し、有能海員の能力要件、海上保

安を高めるための措置および安全配員原則の見直

し等について審議された。

１．STCW条約・コードの包括的見直し

本議題の作業完了の目標年次は、作業が後述の

とおり広範囲にわたって行われることとなったた

め、当初予定されていた２００８年から２０１０年に延期さ

れた。

� これまでの経緯

―STW３７（２００６年１月）―現行の STCW条約が発

効して約１０年が経過していることから、条約の

包括的見直しを行うべきとの IMO事務局長の提

案を受け、MSC８１に承認を求めることとなった。

―MSC８１（２００６年５月）―条約の包括的見直しの

作業を以下のとおり二段階に分けて行うことで、

本議題を STW小委員会の作業プログラムに組み

込むことが承認された。

第一段階：見直すべき事項を特定する。

第二段階：具体的な見直し事項について関連

規定の改正の要否について検討す

る。

� 今次会合における合意事項

本会議において見直すべき事項を特定する際、

「現行条約の構成と目的を維持し、その基準を

海運ニュース

▲ロンドンの王立園芸会議場
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引き下げない」等の原則が議長より提案された。

この原則に従い作業部会で審議した結果、見直

しを検討する項目は全章にわたる広範囲なもの

となった。

主な検討事項は以下のとおり。

�第１－１規則 「定義および解釈」のうち有能

海員の定義等について

�第２－１規則 「甲板部当直職員の資格証明要
件」のうち ECDIS訓練要件について＊１

�第６－５規則 「船舶の保安に関する職務細目」
について（新規）

�第８－１規則 「任務への適合」のうち当直者

の疲労を防止するための措置について＊２

�第８－３規則 「アルコール規制」の非強制要

件を強制要件とすることについて＊３

※１ ECDIS（電子海図）の訓練要件……ECDISは設置
が未だ強制化されていない機器である等の理由によ
り、日本、ギリシア、ICS（国際海運会議所）が強制
化に反対した。これに対しノルウェー、ロシア、フ
ランス、IFSMA（国際船長協会連盟）は訓練の強制
化を支持したが、議長提案により、本訓練要件をＢ
部（非強制規定）に含むことで合意した。

※２ 当直者の疲労防止の措置……休息時間の適正な記
録維持および ILO海事労働条約との整合性を図るよ
う見直す。本規則を当直者だけでなく、船長、機関
長にも適用すべきであるとのオーストラリア提案を、
カナダ、ニュージーランド、ICFTU（国際自由労働
組合連盟）が支持したものの、わが国を始め、ISF
（国際海運連盟）、マーシャル諸島、イラン他が反対
した結果、同提案は却下された。

※３ アルコール規制……MSC８１の指示に従い、船上業
務に従事している間のアルコール制限に関する強制
規定の導入について審議したが、本要件が強制化さ
れた場合の検証方法について多くの疑問が表明され
た結果、今回の包括的見直しの対象外とされた。

２．海上保安を高めるための措置

ISPSコードで規定される船舶保安管理者（SSO）

以外の乗組員に対する訓練内容について審議した

結果、船員がその職務に就く前に、SSOまたは同

等の能力を有する者が当該船員に対する習熟訓練

を実施することで概ね合意された。本議題は今後、

『STCW条約の包括的見直し』 の議題の中で議論

していくこととなった。

３．有能海員の能力要件

２００６年２月に採択された ILO海事労働条約を策

定するにあたり、有能海員の能力等について定め

ている ILO第７４号条約（わが国は未批准）を IMO

�STCW条約に移管することが ILO�IMOにおい

て決定された。これを受けて STW３６（２００５年１月）

以降、STW小委員会および英国をリーダーとする

コレスポンデンス・グループ（CG : E�mailによる

検討会）において有能海員の能力要件等について

検討されてきた。

米国、デンマーク、オランダは CG提案の乗船履

歴は、職員の乗船履歴と比べて長すぎるとの見解

を示したが、ICFTU、ILOは ILO７４号条約において

要求されている乗船履歴は３６ヶ月であることを考

慮し、CG提案を更に短くする提案に反対を表明し

た。

結果、CG提案通りの乗船履歴で合意した。

また、求められる乗船履歴は、当直部員（STCW

条約��４または��４の要件を備えた者）とし
ての乗船履歴とすることで合意された。

▲IMO第３８回訓練・当直基準小委員会の模様
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名 称 甲板部
（able seafarer deck）

機関部
（able seafarer engine）

定 義 STCW条約��５を満
たす者

STCW条約��５を満
たす者

年 齢 １８歳以上 １８歳以上

当直部員
としての
乗船履歴

１８ヶ月以上の乗船履歴
または１２ヶ月の乗船履
歴＋承認された訓練

１２ヶ月以上の乗船履歴
または６ヶ月の乗船履
歴＋承認された訓練

２

４．船舶の安全配員原則の見直し

欧州諸国は海難事故が疲労および配員基準と密

接に関連しているとの調査機関の報告に基づき、

船舶の安全配員の原則である総会決議 A．８９０（２１）

の見直しを提案している。

今次会合において、わが国を含む複数の代表団

から、単純に疲労と海難事故を直結させるのでは

なく、様々な角度から包括的に見直すべきである

とした結果、各国の意見を踏まえ、今後コレスポ

ンデンス・グループ（CG）において検討されるこ

ととなり、わが国政府は CGへの参加を表明した。

〈総会決議A．８９０（２１）の概要〉

�各国主管庁が、最小配員を定める際には、STCW

条約第８－２規則に従った当直要員を維持でき

る等の原則を維持すべきである。

�各国主管庁は、当直、勤務�休息時間等につい
て定めた IMO、ILOの条約等を適切に考慮すべ

きである。

�最少配員の決定の際には、船舶の大きさ、船種、
輸送される貨物、寄港回数、航海の長さや性質

等の要素を考慮すべきである。

（海務部：田部）

船員に関する諸問題でアジア船主の共同声明を採択
―アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会第１２回中間会合の模様―

アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会の第１２

回中間会合が１月１６日香港において香港船主協会

の主催により開催された。

会合には、日本、香港、中国、韓国、台湾、フ

ィリピン、ベトナム、シンガポール、マレーシア

の九つの国および地域の船主協会から多数の代表

者が参加し、中国船協の Li Shan Min議長の議事進

行の下、船員に関する共通議題について活発な意

見交換が行われた。当協会からは、船員委員会委

員である鈴木会長の代理として鶴田労政幹事長（商

船三井船舶部部長代理）が出席され、事務局から

山脇海務部（労政担当）副部長が同行した。

会合に先立つ１月１５日には、昨年２月に ILO

海事総会で採択された ILO海事労働条約に関する

セミナーが開かれ、ISFの労働委員会（Labor Af-

fairs Committee）の議長も務める香港船協事務局長

の Arthur Bowring氏から、同条約が海運界にもた

らす影響と船主として注意すべき点に関する講演

が行われた。

同日はさらに、香港船協の招きにより参加して

いた Global Maritime Education and Training As-

sociation（略称 GlobalMET、全世界の９８の海事教

育団体を会員とする海事教育機関の協会、前身は

Association of Maritime Education & Training In-

stitutions in Asia Pacific − AMETIAP）の Capt. Rod

Shortより、同団体が企画している IT等新テクノ

ロジーを利用した船員教育システムの構築に関す

るプレゼンテーションが行われた。

１月１６日の本会合では、船員の教育訓練、STCW

条約の見直し、船員の身分証明（ILO条約第１８５号

関連）、ILO海事労働条約批准に向けての諸活動、

海難事故時の船員の公正な取り扱い等に関する議

論を行い、【資料】の通り共同宣言を採択した。

本議論中特に当協会から、現在 ISFで議論が行

われつつある ILOの船員最低賃金（ILO勧告第１８７

号関連）の算出に用いられる計算式の見直しにつ

いて触れ、現在の計算式の不合理性を説明し、船

員の雇用条件は世界統一基準によるべきでなく、

船員居住国の生活水準と経済状況に応じて、雇用

者と居住国の船員代表者との交渉により決定され

るべきであるとの原則により近づけるよう見直し

が必要との見解を述べ、メンバーの理解を得た。
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尚、次回の第１３回中間会合は本年（２００７年）秋

に中国 Zhoushan（舟山）において開催される予定

である。

（海務部：山脇）

【資料】

第１１回船員委員会中間会合

於：香港、２００７年１月１６日開催

共同声明

（仮訳）

アジア船主フォーラム（ASF）の船員委員会、第１２回中間会合が２００７年１月１６日火曜日、中国香港で開

催された。会合は香港船主協会（HKSOA）の主催で開催され、中国船主協会（CSA）のリ・シャンミン

氏が議長を務めた。

委 員会は、中国、香港、日本、韓国、台湾からの代表および ASEAN船主協会連合（FASA）からマレ

ーシア、フィリピン、シンガポール並びにベトナムの船主協会の代表が会合に出席した。また、委員会

は Global MET（Global Maritime Education & Training Association）および中国とベトナムの船員教育機

関からのオブザーバーを歓迎した。

ISF船員委員会の議長である香港船主協会代表取締役のアーサー・ボーリング氏は１月１５日午後、最近

の ILO海事労働条約の進捗とその他船員問題についてのセミナーを開催した。

当委員会は IMOの STW委員会が条約とコードを改正すべきか否かについて検討するため STCW９５の

見直しを行うことについて留意した。メンバーは世界の船員の大多数が当地域から供給され、かつ雇用

されていることから、ASFは STCW９５の施行の経験を共有して見直しに貢献すべきとの認識で一致した。

当委員会は安全配員および IMOの STW委員会での A．８９０（２１）規則の見直しについての業界におけ

る論争について議論した。疲労と配乗要件の関連の程度を判定するために、独自に監査された研究によ

る船種毎の実労働�休息時間の調査を行うことが必要である。
当委員会は IMOのコレスポンデンスグループが STCW条約に甲板�機関部員の能力要件を追加する検
討の進展について、IMOへの同グループの最終報告とともに留意した。当委員会は AB Seafarerの定義

について懸念を表明し、意図しない ILO最低賃金に関連付ける動きを防ぐために、ABという表記を含ま

ない、他のより受け入れられやすい表現が合意される必要があるとした。

当委員会は海事労働条約を普及する ILOキャンペーンを支援し、ASFメンバーにハイレベル三者調査

団が各国�地域を訪れた際に必要な援助を提供するよう要請した。当委員会は当地域の各政府の条約施
行に向けた積極的な関与を歓迎した。

当委員会は、条約に従った寄港国および旗国検査ガイドライン作成の、現在および今後の進展につい

て懸念を表明した。当委員会は、MLCがスムーズかつ迅速に実行されるよう、できるだけ早く実用的で

妥当なガイドラインを合意するため、完全な三者の取り組みが図られるよう、政府その他関係者の取り

組みを促した。

当委員会は１８５条約批准が進まないことに懸念を表明した。委員会は船員の上下船が困難になりつつあ

ることを懸念し、船員の確保に深刻なマイナスの影響を与えることに憂慮している。

当委員会は海難時の船員の公正な扱いについて、政府に対し IMO�ILOガイドラインを十分に活用す

るよう促す。また、ガイドラインの実行及び改定が必要となる可能性のある分野の記録を監視する有効

な手段の設置を支持する。
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１

内外情報

船員保険制度改革の方向性まとまる
―船員保険事業運営懇談会報告書の概要―

１．経 緯

船員保険制度については、被保険者数の減少が

続くとともに、管掌主体である政府において、船

員保険特別会計の見直しや社会保険庁の組織改革

が進められてきたことから、平成１６年１０月に厚生

労働省保険局長の懇談会である「船員保険制度の

在り方に関する検討会」が設置され、平成１７年１２

月には「一般保険制度と統合すべき」とする内容

の報告書が取りまとめられた。

また同報告書では、統合に向けての具体的な内

容については、１年程度の期間をかけて検討する

こととされたことから、厚生労働省は平成１８年４

月に「船員保険事業運営懇談会」（座長：岩村正彦

・東京大学大学院教授、事務局：社会保険庁）を

設置し、検討を行ってきた。

同懇談会は、計６回の会合を開催し、平成１８年

１２月２１日開催の第６回会合において最終的な報告

書を取りまとめた。

なお、同懇談会には、被保険者側委員として全

日本海員組合が、船舶所有者側委員として当協会、

日本旅客船協会、日本内航海運組合総連合会、大

日本水産会が参画したほか、３名の公益委員、日

本経済団体連合会、連合などが委員を務めた。

２．懇談会報告書の概要

� 現行の船員保険制度の概要

ａ．職務外疾病部門：健康保険の療養の給付

等

ｂ．職務上疾病部門：労災保険の療養補償給

付等

当委員会はこの５月に始まる第３回 IBFでの２００８年以降の国際船員の雇用条件の交渉に留意した。委

員会はアジアの船員の安定した雇用とスムーズな供給を得るため、アジアの声を一致させる必要性をあ

らためて表明した。

当委員会はまた、以前述べた船員の雇用状況は船員が居住している各国の生活水準と経済状況に見合

ったものでなければならず、雇用条件は世界統一基準ではなく雇用者と船員居住国の代表団体間の交渉

で決定されなければならないとの立場を再確認した

当会合は ASFメンバーが職業としての船員に関する自国の若者の認識向上への尽力に謝意を持って留

意するとともに、地域の船舶職員候補生が増加していることに勇気付けられた。当会合はアジアの船員

の訓練と雇用の教育機関と船主間の協力を歓迎し、伝統的シーマンシップが安全運航の確保のため重視

されなければならないと考える。当会合はこれらの相互協力がアジアの船員の供給と雇用の継続的促進

に貢献すると考える。

Global MET（旧 AMETIAP）の事務局長である Capt. Rod short氏は当委員会に GlobalMETの目標と目

的および今後の事業計画についてプレゼンテーションを行った。当委員会は GlobalMETの発展と活動を

歓迎すると共に、GlobalMETメンバーが STCW９５が改善される可能性のある分野に理解があることから、

STCWの見直しについて GlobalMETと協力することについて合意した。

当委員会は２００７年秋の第１３回中間会合の舟山での開催についての中国船主協会からの申し出を承諾し

た。委員会は香港での第１２回中間会合を主催した香港船主協会の親切と寛容に感謝の意を表明した。

２００７年１月１６日
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ｃ．年 金 部 門：労災保険の障害・遺族

補償給付等

ｄ．失 業 部 門：雇用保険の失業給付等

注１：職務外年金は、１９８６年６月に厚生年金保険
に統合済み

注２：船員労働の特殊性を踏まえた独自給付あり

� 一般保険制度との統合の骨格

�船員保険の職務上疾病・年金部門について
は労災保険制度に、また失業部門について

は雇用保険制度に統合する。

�その他部分（職務外疾病部門、独自給付部
分）については、全国健康保険協会＊が運営

主体となり、新船員保険制度として実施す

る。

� 報告書の要点

� 積立金差額への対応

船員保険の職務上年金部門を労災保険

に統合する際、労災保険が採用している

財政方式による積立金を確保することが

要求される（＝積立金差額）。

�積立金差額は船舶所有者が負担し、労災保
険料率の上乗せにより償却する。

�他部門の積立金のうち船舶所有者の負担に
係る部分を活用し、積立金差額を圧縮する。

�償却期間および償却率は、統合直前に決定
することになるが、船舶所有者の全体の保

険料率が現在よりも増加しないよう措置を

講じる。

� 運営主体

�新船員保険制度（職務外疾病部門、独自給
付部分）については、運営コストを抑え効

率的・安定的に業務を実施するため、独自

の運営主体を設置せず、全国健康保険協会

を運営主体とする。

�同協会に船員保険協議会（仮称）を設置す
るなどして船員保険関係者の意見を反映さ

せるための措置を講ずる。

� 福祉事業

�船員保険の福祉事業のうち、一般制度の枠
組みで実施可能な事業はそれぞれで実施し、

その他事業については事業内容を精査し、

必要な事業については引き続き船員保険の

福祉事業として実施する。

�今後も引き続き、船員保険福祉施設の整理
合理化に取り組む。

�整理合理化の具体的な進め方など福祉施設
の取扱いについては、新船員保険制度発足

までの間、船員保険被保険者および船舶所

有者の意見を十分配慮して、引き続き検討

を行う。

（海務部：小松）

＊全国健康保険協会：現行の社会保険庁に代わり、政府管掌健康保険の保険者として設立される予定の公法人

現行の船員保険

職 務 外 疾 病 部 門�

職務上疾病��年金部門�

失 業 部 門�

一 般 保 険

労 災 保 険 制 度

雇 用 保 険 制 度

新 船 員 保 険

新船員保険制度（含む独自給付部分）

統 合 後 の 制 度
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経歴

前国土交通大臣政務官。大蔵省出身。大蔵省主

税局企画調整室長。

衆議院議員�期目。
現職�［自由民主党］政務調査会副会長（経済産
業担当）、政調全体会議（予算合同）事務局長、

財政改革研究会事務局長、税制調査会幹事、金

融調査会事務局長�金融政策に関する小委員会
小委員長、政策金融機関改革に関する合同部会

事務局長、独禁法調査会企業統治に関する小委

員会事務局長、中小企業調査会副会長�事務局
長、行政改革推進本部事務局次長�公益法人委
員会主査、組織本部団体総局情報通信関係団体

委員長、党改革実行本部コンプライアンス小委

員長ほか多数。

［衆議院］衆議院国土交通委員会理事

どうも皆様、こんばんは。今日はこうした機会

を作っていただきまして大変光栄に思っておりま

す。手持ち資料に現職表を配っていただきました

ので、えらいたくさん役職がありますが、若干忙

しいです。特に事務局長というのは会の段取りか

ら案を作るのからやっておりますので、ちょっと

パンク状態かなという感じもあります。今も政策

金融機関改革で公営公庫をどうするか、財務省、

総務省と全く話がつかず調整をしてきたところで

す。案については６月の段階で政府与党合意が閣

議決定されていますが、その文章の解釈について

は同床異夢でして、文章はセットされていますが

読み方は全く違う。しかし、来年の通常国会に法

案を出さなければいけないので、先延ばしした問

題点がいま噴出しておりまして大変でございます。

それから金融の関係も、いま全般的には先端産

業あるいは日本の大企業等では確かに日が差して

きたという感じではありますけれども、しかし、

まだまだ労働分配率が高まって、雇用所得が少な

くても名目で元に戻ってくるなど投資が消費へあ

るいは企業部門から家計部門へと波及していくこ

とが見られない中で、地方経済や中小企業等は、

まだ大変厳しい状況にある。そういう中で、日銀

はいろいろなところで「１２月にも０．５％ぐらいに金

利が引き上がることをマーケットは見込んでいる」

という発言をしているようでありまして、０．２５％

引き上がって０．５％で本当に大丈夫なのか。実体経

済から見れば、アメリカの住宅バブルが終了し、

その後、本当に踊り場状況なのか、少し下がって

しまうのか、日銀の総裁がおっしゃるように、「ア

メリカは大丈夫だ。よしんばアメリカが少し悪く

第�回 海運セミナー（２００６年１１月２０日開催）講演録
「税制をめぐる諸問題」

自由民主党 衆議院議員 後藤茂之先生

▲自由民主党 衆議院議員 後藤茂之氏

特 別 欄  
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なっても中国やヨーロッパがあるから大丈夫だ」

などという安易な見方で大丈夫なのか。当の金融

政策の委員会としては、やはり実体経済を見なが

ら金利引き上げのタイミングは十分にしていかな

いと、腰折れになってしまっては大変。経済の状

態が心配だと、そんな仕事もいたしております。

それから、企業統治委員会においては、今年は

三角合併の問題だとか、有価証券報告書の記載内

容の問題とかもありますが、いわゆる国際的な合

併の公正取引委員会のガイドラインをどうするか

ということで、明日から議論を開始いたします。

その他いろいろな仕事をしておりますが、そちら

の話もさせていただくと十分に面白いと思います

が、今日は講演内容にそった本来の私の役目に戻

りまして、税制、特に法人課税や企業にとって関

心のある税制の問題についてお話をいたします。

まず法人の実効税率の問題があります。実効税

率は諸外国と比べてどうなのかということが、大

変議論になっているわけであります。法人税率の

水準については判断基準になるのはどのぐらいの

税収が要るのかということが１つ。もう１つは、

国際的な水準の比較、税のコンバージェンスが最

も重要だと思っております。それは、法人税とい

う税の仕組みにもよるわけであります。付加価値

が生じて所得が生まれます。それを法人の段階で

法人税として課税をするのか、あるいは、それは

課税をせずに利益分配されたり、いろいろな形で

川下に流れて行って所得課税で課税をするのか。

それは一体、どういうレベルで課税をするのかと

いうことは、いわゆる法人課税を先に取ればそれ

だけ所得課税が減るということになるわけであり

ます。そういう意味では、法人税というのは前取

税である。前取税であるということから見ると、

国としては法人税については税のコンバージェン

スが特に重要である。それはなぜかというと、法

人の実効税率は内外差があると国の中から法人は

出て行って雇用機会が失われてしまいます。ある

いは、事業の拠点を国内に置けないということに

なります。そういう意味では、法人税で一番重要

なのは税のコンバージェンスである。もちろん、

本当に財政が苦しいときにどこから税収を取るか

ということもありますが、しかし、それはさっき

言ったように前取税であるということや、税の体

系の議論としてあるわけですが、特にいま行われ

ている実効税率の議論として、我々が考えなけれ

ばいけないのは税のコンバージェンスの問題だと

思っております。各国が実効税率を国家戦略とし

て引き下げようとしているときに我が国において

重要な政策課題だと思います。

今の議論の状況ですが、いま実を言うと自然増

収が多いと言われておりまして、大体いま報道さ

れているなかでも、去年並み以上の自然増収があ

るだろうと言われております。去年が３兆円でし

た。去年は、今の時期、３兆円自然増収があるだ

ろうと言われていまして、実際は決算を締めてみ

たら、もう２兆乗りまして５兆円税収が増えまし

た。ですから、今年の予算は予算の当初から２兆

円下駄を履いている上に、今年も３兆円以上自然

増収があるということになっておりまして、税収

増が非常に多いということがいま見込まれており

ます。

そういう議論の中で、いま一部経団連をはじめ

来年は消費税の議論をすることになろうが、消費

税の議論と法人の減税をセットにするというのは、

いわゆる税の負担公平論的な勘定論から言うと、

セットにするのは難しかろう。だから、前倒しし

て今年実効税率の問題も勝負するという議論も出

ているわけであります。しかし、実効税率の議論

というのは税の基本的な体系に関わることでもあ

りまして、消費税の議論等財政再建の条件を整え

た上で。国家戦略として法人税率の引き下げを議

論するというのが筋だと思います。政治的な議論

でこんな話は皆さんあまり聞きたくないと思われ

るかもしれませんが、来年の参議院選挙前に、い

ずれにしても、来年の１２月に消費税の議論が待っ

ているということは国民は皆わかっております。

では、その前に今年法人の実効税率を下げたから
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と言って、決して政治的に通りがよくなるとも思

われません。

もう１つは、減価償却の話をこれからいたしま

すが、減価償却による足元の法人税の減収という

のが非常に大きいです。減価償却というのは将来

的には落ちる損金の額は変わりませんから、長い

目で見ればはっきり言って償却可能限度額が増え

るところは減収になるでしょうが、それ以外のと

ころは別に増減なしですが、足元で見れば、大き

な減収になります。まず減価償却の話をきちんと

大きな財源であってもやってみたらいいのではな

いか。いま、そのような議論になっております。

法人実効税率、確かに法人所得と個人所得にど

のように課税するかと資産、消費、所得にどうい

う割合で課税するかということからいえば、日本

の法人課税の割合が高いということは言えます。

しかし、皆様の実感には合わないかもしれません

が税負担そのものも日本は低いわけでありまして、

いずれにしても、これをもって即、法人のところ

だけ減らすというわけにはまいりません。ただ問

題は、いま私が総論として申し上げた税の国際比

較ということで見たときに、日本は米国とドイツ

と並んで非常に実効税率が高いということがわか

ります。その他の国は、やはり少し低いという感

じになってきていると思います。なおかつ、ドイ

ツでは２００８年１月から、法人実効税率を３０％弱ま

で引き下げるという連立与党の合意

がなされております。そういう意味

では、ここが３０％弱まで引き下がる

ということになってくると、実を言

うとアメリカ、そのアメリカにもい

ろいろな州がありますが、やはり日

本は相当高いという印象になってき

ていると思います。

主税局の言いぶりですが、従来は

日本の法人の実効税率は主要諸外国

並みの水準であるという言い方を崩

しておりませんでしたが、最近は財

務大臣等の発言もあり、「高い国もあり、低い国も

ある」という言い方に変わっています。しかし、

これは非常に重要なサインでありまして、先ほど

も言ったように、税制の専門家でも「法人税は税

のコンバージェンスが一番大事である」と考えて

います。ですから、実効税率が諸外国に比べて高

いところも低いところもあるけれども、総じて周

りが低く下がってきていることを認めるというこ

とは、法人の実効税率水準の議論を、今年ではな

いかもしれないけれども、いずれにせよやらなけ

ればいけないということを認めたことを意味して

いるわけです。ですから、今年はダメであっても、

税制改革のなかでは大きな検討課題としての球に

なるだろうと思います。

税負担が全体として高いということになってく

ると、当然、国税と地方税は懐が違うわけでして、

国税の側から見ると「国税が高いのではない、地

方税が高いのだ」と、言う議論にもなります。し

かし、税金を払う立場から言えば、国税で払って

も地方税で払っても税負担ではあります。ただ、

どの税目かで、誰が払うのかというのが企業には

影響が出てきます。そういう意味では、国税・地

方税の問題もしっかりと議論していく必要がある

と思っております。

それから、本当は一番初めに話しておいたほう

がよかったかもしれませんが、消費税の問題は今

年の年末は議論いたしません。今年の夏前までは、

特 別 欄  
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この１２月に消費税を含めた議論をする可能性もあ

りということで、『骨太』の文書やいろいろなもの

が書かれてきました。私も安倍総理にも個人的に、

当時はまだ総理ではありませんでしたが、お話も

しましたが、やはりいろいろな事情を考えてみた

ときに、今年の１２月に消費税の議論をすることは

適切とは言えないのではないかと考えました。そ

の理由の１つは、経済状況です。先ほど話しをし

ましたが、ちょうど主要産業や地域別産業の状況

等、７～９月期の数字などをいろいろみてみます

と、例えば、自動車産業や精密産業、情報関連な

どで、良かった地域は、この１～２ヵ月、数字が

停滞しています。悪かった業種も非常に低いレベ

ルでジリジリと良くなってはいますが、良いとこ

ろは若干在庫調整の局面に入っていることは皆さ

んがよく認識しているとおりです。そういう地方

や中小企業が状況にあるときに、消費税の増税と

いう議論をするのはどうなのか。

２番目の理由は、１６年から年金、医療、介護、

障害者福祉と、次々に社会保障制度関連で改革を

実行してきました。その改革を細かく個人個人の

段階で見ると、もう少し見直す必要がある部分が

出てきています。我々もそれぞれ地元に帰って、

街中の１人１人の本当に困っている方の例を見て

みると、例えば、在宅の方で重度の障害がある、

重度の介護が必要だという方について、本当にこ

れでいいのか。あるいは、特定の医療疾病につい

て、本当にこれでいいのかというような部分もあ

ります。やはり制度としてきちんと見直す必要が

あります。なぜかというと、年金、医療、福祉の

制度というのは、将来的に持続可能で安定的な制

度であるという安心を国民に持ってもらうことが

一番大切な課題だから、制度改革は財源の問題も

含め、執行の問題も含めてやっていかなければい

けないわけです。しかし、そういう問題を検討し

ていくに当っては、１人１人の本当に困っている

人たちにどのようにセーフティネットが張れるか

という部分も含めてやらなければいけない。そう

いうことから言うと、特に介護や障害者福祉等を

はじめとしてまだまだ議論が足りないところがあ

るのではないか。そういうところをきちんとやっ

てからでないと、国民すべての人にあまねく、支

払っていただく消費税の議論は難しいのではない

かということもあります。

そして政治的なことから言うと、はっきり言っ

て行政改革の成果をもう少ししっかり国民に見せ

る。あるいは、いま言ったような心の通う社会福

祉制度に対してきちんと目配りをしたということ

をきちんと国民に説明してから、消費税の問題と

いうのは持ち出すべきではないかと考えたわけで

す。そういう意味で、消費税率の議論は来年の秋

以降にしようということになっています。

それから、消費税率の引き上げというのは幾つ

かチェックポイントがあります。２００９年に年金の

国庫負担が１�３から１�２に引き上がります。
この財源は、従来の議論から言えば、基本的には

所得税定率減税をやめた分や所得課税の財源対策

を充てるだけでは足りませんので、消費税なのか

なというように考えられてきた。そして、第２に

２０１１年にはプライマリーバランスを回復するとい

うことになっていまして、財政構造研究会で去年

から今年にかけて激しく党内で議論をしましたが、

その財政構造研究会の事務局長をやるようにと言

われているので、その議論も引き続きやりますが、

プライマリーバランスを確保するためには、やは

り２０１１年の段階でも税率の引き上げが要ります。

もう１つ、プライマリーバランスというのは政

治的な意味はありますが、本当は財政学的、ある

いは経済学的にはあまり意味のない目標です。経

済学的にも財政的にも本当に意味があるのは、債

務の膨張スピードと、経済の名目成長率をきちん

とバランスできるか。つまり、名目成長率のスピ

ードの範囲内に財政の債務負担の膨張を抑えられ

るかどうかが、長い目で見たときに一番重要な目

標になります。そのことについては、２０１０年代半

ばぐらいに目途をつけていくというように、財政

改革研究会報告や『骨太』方針でも取りまとめら

れています。そうすると、近々３つのチェックポ
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イントの目標がありますが、チェックポイントに

合わせて３回増税をすることが適切かという問題

もあります。そういう意味では、消費税率の引き

上げというのは政治的には、一般国民を巻き込む

非常に重要な問題なので、どのように考えていく

かということについては丁寧に議論していく必要

があると思っています。

次に、減価償却制度は何としても今年やるべき

だと私も思っています。これについては、償却可

能限度額を撤廃する。１００％償却できないのは日本

だけですから、やはり日本も１００％償却できるよう

にしようということです。それから、技術進歩が

著しい IT分野は法定耐用年数を短縮すべきではな

いか。今、ここはなるべく広く取りたいと思って

いますが、実際に話が具体的にあるのは、例えば

フラットパネルや半導体の関係など、できる限り

ここは財源との関係もありますが、IT分野等は法

定耐用年数を短縮すべきであると考えます。

いろいろな業界が皆、自分の関係の耐用年数が

実際とズレているというご議論はありますが、諸

外国と比べて特に長いのは、競争の非常に激しい

IT関連で、ここの差が大きいということもありま

す。もう１つは、総理が就任された直後に「IT

減税」とおっしゃいました。総理はその後おっし

ゃっていませんが、IT減税の球としては、実を言

うと IT関連の特に新しい税制要望が出ていません

ので、ぜひ IT減税としてこうした部分については

拾っていきたいと考えています。

それから、耐用年数短縮特例の話は、耐用年数

は個別の企業が特例申請で短くすることもできま

す。しかし、例えば５名の担当者を置いて、プロ

が４ヵ月必死で作業をして４００枚の申請書類を出し

て初めて、特別な耐用年数の短縮を認められてい

るわけでして、その辺のところの事務手続きを考

えるということです。

もう１つは、従来は５％のいわゆる償却のでき

ない、法人税法上の償却できない部分と、固定資

産税の残存の課税評価額の５％は合っていたわけ

ですが、１００％償却を認めるということになると、

固定資産税はどうするのかという重要な問題があ

ります。少なくとも、従来は揃っていたわけで、

総務省のほうは「固定資産税５％は全然法人税と

は関係ないので、お譲りするつもりはない」とい

う非常に厳しい姿勢です。確かに理論的にはそう

かと思います。しかし、実際の残存評価額は５％

よりは低いと考えておりますし、この辺のところ

は今後調整をしていきたいと思います。ただ、固

定資産税の話は非常に厳しい問題が１つあります。

いま、地方の市町村は大変財政が厳しいなかで、

固定資産税は大変主要な財源項目になっています。

これについては、地方財政の観点から言うと厳し

いハードルであるといわざるを得ません。

それから、具体的に言うと新規設備だけに適用

するにとどめるのか。１００％償却と若干の限られた

範囲内の短縮をやっただけで、国税で４，７００億円、

地方税で２，３００億円、だいたい７，０００億円ぐらいの減

価償却見直しでの足元の見直し減になります。も

し、これを既存設備まで広げるということになる

と、国税で１兆６，０００億円、地方税で８，０００億円、２

兆５，０００億円ぐらいの足元減収になります。ですか

ら、どのぐらいやれるのかということは、そうい

うなかで既存設備までできるのか、新規設備に止

まるのか。あるいは、どのぐらいまで、例えば、

先ほど申し上げたような、法定耐用年数を見直す

という分野を広げることができるのかということ

は考えていきたいと思っております。

それから、使用年数を耐用年数と考えてはいけ

ないわけで、固定資産税やいろいろなときにも関

係してきますが、使用年数というのは修理や改良

を加えることによってグッと増えています。そう

いうものをカウントしない減価償却の耐用年数と

使用年数をごちゃ混ぜにすると大変なことになる

と思っています。減価償却制度については、そう

いう意味でビンテージは非常に長くなっています

し、諸外国と比べても非常に遜色がある制度にな

っていると考えています。
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次に、トン税の問題です。いままでのところが

長過ぎて、早くここだけしゃべれと思っている方

もおられたのではないかと思いますが、実を言う

とそういうことではありませんで、法人の実効税

率のところでしつこくしゃべっていた「税のコン

バージェンス」というのが、まさにここにも適用

になるということを一番申し上げたいと思います。

今回、トン数標準税制を考えるときに、国際的

に見て主要海運国が皆やっていて世界標準になり

つつある。このことが非常に重要だと思っていま

す。国際的な整合性で比較すること、やはり税の

コンバージェンスというのは非常に重要です。も

し世界各国が自国の海運業に対して適用している

税制を日本がやらないということは、日本は「日

本の海運業が成り立たなくてもいい」というメッ

セージを送ることだと思っています。そういう意

味では、日本の海運業、海運会社がしっかりやっ

ていくためには、やはり世界標準となって税負担

で見て相応の税制を国は準備する必要があると思

っています。

先日もいろいろ話を伺っていまして、例えば、

いま主要各社も企業防衛等を一所懸命しておられ

るわけです。しかし、もし１社でも崩れるという

ようなことになると、例えば、日本人とのアテン

ドの問題、あるいは強力な従来の商権の問題等で

日本の海運業は皆ひっくり返ってしまう事態にな

るということは私どももよく肝に銘じています。

それから、日本の海運会社も乗っ取りで狙われる

ような事態が発生しています。それは具体的に実

際は行われませんでしたが、ノルウェーのベルゲ

ッセンを買収したというような形で世界的にも激

しい動きになっているなかで、やはりきちんと日

本の海運を守るということは非常に重要な政策課

題であると思っています。

党内の議論で私が少し気になっていたことがあ

りまして、政治家というのは結構、「日の丸商船隊」

とか「国家安全保障」とか、「有事の際にシーレー

ンを守る」とか言うと、それを聞いただけでみん

なワーッと胸が熱くなってくるわけです。私も決

してそうでないわけではありませんが、この議論、

すなわち、「日の丸商船隊が有事に国家安全保障と

して役に立つ」というような議論をするべきでは

ないと思っています。有事の話としてではなくて、

日本の海運業が日本の船員と日本の船を持ってし

っかりしていないと、外交上のいろいろなトラブ

ルが起こったときにも国益上不利益を被る。そこ

を私は、「日本の商船隊を守る。日本船籍、日本人

船員を守る。」ということの意味だと考えるべきで

あると思っています。

それから、よくトン数税制は見なし利益が入っ

ているから特別に肩身の狭い税目であるという話

を聞きます。しかし、見なし所得課税というのは

必ずしも、例がないわけではありません。あとで

キャピタルゲインの課税の話を、もし時間があれ

ばしたいと思いますが、その部分だけ前倒しして

しゃべりますと、私は８年近く主税局にいました

が、株式の売上の１％に税金をかけるという「１％

見なし分離課税」というのを、正確に言うと主税

局ではなくて証券局総務課の税制担当補佐のとき

にオリジナルに考案しました。

経緯から言いますが、当時、税制改革を成功さ

せるためにはどうしても２つの不公平税制に手を

入れなければいけないというのが世間の議論でし

た。その１つは医師優遇税制、もう１つは株式の

キャピタルゲインが原則非課税になっていたとい

うこと。この２点をきちんとやらないと、消費税

を含む税制改革というのはできない。ところが当

時、証券関係者は、政治の場面で絶対にキャピタ

ルゲインの原則課税は通らないと思っていました。

それに対して、なんとしても原則課税でなけれ

ば困るというときに、この１％源泉分離課税とい

うのを考えついたわけです。絶対反対の業界を説

得するに当たってのセールストークは何かという

と、当時、原則非課税でしたが、３０回１２万株。３０

回の取引を超えるもの、１２万株の取引をすると総

合課税になるということになっていました。結構、

個人でそういう大口の取引をしている人たちに対

して調査が入って、総合課税に追い込まれるケー
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スがたくさん出ていました。もし１％源泉分離課

税、つい最近まであった税制ですが、そうなれば

青天井で大口の個人投資家に取引をしてもらえま

すね。もう１つ言うと、源泉分離課税で売却高の

１％を源泉で分離して課税するだけだと、課税資

料という世界からは全く切断されてることになり

ますね。このように証券関係者に話をしました。

さてこの１％分離課税というのはどういう成り

立ちになっているかというと、５％の株式売却益

という見なし利益率に、通常の金融課税の、分離

課税の基本である２０％を掛けているという税率で、

売上高の１％に課税をしたということです。

今回も、トン数標準税制は見なし利益を課税す

る。特に、この見なし利益は諸外国のように特別

低い見なし利益を設定してしまうというよりも、

ある程度合理的な、しかし、あまり高過ぎてはダ

メだということはよくわかっていますが、見なし

利益率を設定して、いわゆる日本人船員や日本船

籍、あるいは、いろいろな条件、つまり、日本の

海運業が今後目指していくべき目標に合わせて軽

減していくという仕組みになっているわけです。

そういう意味では、見なし利益で課税をしていく

という仕組みをここで作るということは前例のあ

る話で問題はありません。まあ主税局は「問題だ」

と言うかもしれませんが。株式のキャピタルゲイ

ンの見なし所得などは税制の根幹に関わる部分だ

と私は思います。個人の株式キャピタルゲインの

課税に見なし利益率が２年前まであったというこ

とをよく思い出したらいいと、この部分について

は思っています。

そんなことで話をもとに戻しますが、実を言う

と税のコンバージェンスが重要であるということ

です。ただ、これまで皆様方も、海事局も、自民

党の関係者も、知恵を出していろいろな形で税制

要望の形が変わってきていますが、税制の要件と

して、例えば諸外国並みの自国船籍や自国船員割

合のようなものを求めて、入口の要件として税を

適用するのでは、なかなか日本の場合はハードル

を一遍に跳べないだろうという事情もあって、税

制改正要望の内容をうまく仕込んで、徐々に追い

詰めてきているのだと思っています。

次に、そうは言っても、いろいろ詰めていかな

ければいけないこともあります。やはり日本籍船

の数を５年で２倍増にする、これはできるのでは

ないかと思っています。あるいは、日本人船員の

増加を皆さんができると思われるような数字をき

ちんと約束する。あるいは、減税分で得た財源を、

はっきり言って、税当局やいろいろな方たちはど

う心配するかというと、「これは利益処分してしま

うわけではないでしょうね」とか、「何かほかのも

のに使いはしないでしょうね」と。「確実に政策目

標である日本籍船や日本人海技者の確保、いろい

ろな非常事態、災害などに対応するための費用に

充てていくのだ」ということを絞っていく。その

ような話を、ある程度しっかりとした、これは法

律にどこまできっちり書けるかは別として、少し

きちんとした形で担保をしていく。そういうこと

をしていくことで説得力が高まっていくだろうと

思っています。

正直言って、今はすごく所得が高いわけです。本

来であれば、もっと儲かっていないときに入れて

しまえば税収減などはものすごく小さいわけです。

例えば、現在これをフルに入れたときに、１，０００億、

５００億の減税になると言われて、特定の業界に対し

てと言われると皆思わず溜息が出るのは事実です。

しかし逆に言うと、それだけ他国の海運業界とは

大きなハンデを背負っていることを意味している

わけです。よく税をわかっている先輩たちが、「な

ぜ、もっと低いとき、調子の悪いときにこっそり

入れておかなかったのか」という議論をされる方

もあります。しかし、そのときには、逆にこれだ

け大問題になっていなかったわけで、この話は諸

刃の剣で、そういう見方をすれば世間に対しては

なかなか大変だという言い方もされますが、逆に

言えば、それだけ大きなハンディキャップを背負

っているということになるので、その辺をきちん

と理解できるように考えていくことだと思ってい

ます。
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正直言って、私は一所懸命頑張って検討してい

きたいという姿勢で話していますが、客観情勢は

大変厳しいと思っていますし、一丸となって、み

んなが「必要だ」ということで議論をしていく必

要があると思います。私は、腰砕けのような形で

こういう税制を、それも本来は外国との比較で言

えば相当に内容のいい税制を、中途半端な形で要

望して、これをきわもの税制のようなレッテルを

貼られてしまうと大変な損害だと思っていますの

で、今年何とかしっかりと議論すべきという気持

ちが強いです。いずれにしても、この判断が諸外

国にはあって、「日本の海運会社を守らなくていい

のか」という点から見て、本当に重大な税制であ

るということを声を大きくして主張していく必要

があると思っています。

ここまでくると、急にあとはどうでもいいとい

う雰囲気になってもいけませんが、あとの話は皆

様に若干関係があると思う点についてお話をしま

す。特定事業用資産の買換え特例、これは「１６号

特例」と言いまして、何でも１０年以上持っている

と、土地、建物・構築物が無制限に土地、建物・

構築物に非課税で買換えができる特例です。これ

は、平成１０年の改正で入りました。以前バブルの

ときにはありましたが、これがあったために土地

バブルが一斉に全国に広がって土地バブルの元凶

であったということで、バブルの後に土地税制で

買換え特例は厳しくみんな剥がれてしまいました

が、平成１０年に復活しています。

税当局は「これはデフレ対策であるから復活し

たのだ」と言っていますが、そもそもデフレ対策

なのかという議論はもちろんあると思います。な

ぜかというと１６号買換え以外の買換えがあります

が、内外、外内だとか、いろいろな形で議論をし

ている税制をある程度つまんできたという経過も

あるので、そういうことから言うと完全にデフレ

対策であるのかということに疑問はあります。よ

しんば、デフレ対策で入れたということであって

も、いま地価が上がっているのは都心の一部地域

だけです。なおかつ、都心部でも一部以外、地価

はまだ停滞していますし、地方では地価が下がり

続けています。ですから、地価の状況から見ると、

別にこの税制が今すぐ要らなくなったということ

ではないと思います。

例えば、表参道ヒルズの図がありますが、これ

も実を言うとアークヒルズの土地の権利を取り換

えて造っているものです。こういうものをやらせ

てやる必要があるのかという議論も一方ではある

かもしれません。しかし、こういう特例が使われ

て東京中心部の活性化の目玉となっているものも

できているわけです。事業再構築ということで、

もちろん工場跡地やいろいろなものがあります。

それから、よく使われているのは、特に皆様方も

関心があるとすれば福利厚生施設等でものすごく

うまく使われています。福利厚生施設の土地や建

物を、新しい形の買換え資産に使うという形です。

道路特定財源の話がありますが、総理の所信表

明演説では、「道路特定財源については現行の税率

を維持しつつ、一般財源化を前提に見直しを行い、

納税者の理解を得ながら年内に具体案を取りまと

めます」ということです。これはほとんど、平成

１７年１２月９日の政府与党合意の文言をそのまま活

かしたものです。この文章が、そのまま行革法の

文章になっています。

エッセンスは、１つ目は道路整備に対するニー

ズを踏まえ、真に必要な道路は計画的に整備を進

めます。ですから、真に必要な道路は造らなけれ
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ばいけないということです。２つ目は、現行の税

率水準を維持するとあります。ですから、暫定税

率も含めて現行の税率水準を維持します。３つ目

は、一般財源化を図ることを前提に。４つ目とし

て最後に、納税者に対して十分な説明を行って理

解を得て具体案を得る。この場合の「納税者」は

厳密にいえば国民一般を指しているのではないで

す。この納税者というのは、実を言うとガソリン

税・揮発油税のガソリンを払っている納税者や、

自動車関連諸税、石油諸税を払っている納税者が、

道路を造るという法律の枠組みの中で自分たちは

税を払っているのだから、もし道路以外のところ

に使われるのであれば税率を引き下げてください

という、そういう納税者の理解をある程度満足さ

せるものでなければならない。

これだけ書いてきますと、「そう何でもかんでも

一般財源化はできないよ」という話に、今回の一

般財源化の議論はなっています。ところが、当初、

国交大臣は「使途拡大でいいのだ」というように

記者会見等で何度もおっしゃいました。財務大臣

は、「使途拡大ではダメだ、ピュアな一般財源にし

なければダメだ」というような話をしていまして、

両大臣が高めのビンボールを投げ合っています。

要望側の団体が高めのボールを投げ合っているの

は当然だと私も思います。しかし、この政府与党

合意に判子をついた政党から出ている両大臣が、

あまり高めのボールを投げ合っているのもいかが

なものか。

どういうことかというと、ハードルを高くした

そもそも論の議論をしていくということは、これ

だけの条件をセットしながら、一般財源化を図る

方向でなんとか案をまとめるということで、２年

がかりで助走をつけてきている話の前提が意味が

なくなってしまう。少なくとも改革姿勢が後退し

ないように特定財源の議論をすべきだと言われて

いるときに、もう少しきちんとこうした４つの条

件を満足するような道筋をつけながら、道路特定

財源の議論を着実にしていかなければいけないと

考えています。

次に環境税の議論ですが、そもそも環境税とは

何かと考えたときに例えば、国民が本当にコンセ

ンサスをもって理解しながら環境に悪いこと、す

なわち、マーケットで評価されない外部不経済を

市場に内部化するという意味、すなわち、環境に

負荷がかかるようなものに対して税金を乗せて、

ちゃんとマーケットの中で評価させるという意味

で、いわゆる外部不経済を内部化する。そういう

意味で明確な意味での環境税は理論的には立派な

税だと思います。しかし、立派な税だとは思いま

すが、それは国民が経済成長を相当落としてでも、

やはり環境にいい社会を創るというコンセンサス

を持って、経済に影響のあるほど税をかけるから

意味があるんです。

ところが、いま議論されている環境税は、環境

税という名目でつくった税制から上がってきた税

収入を環境目的に使うための税金です。経済に対

して影響が出るかというと、燃料非課税ですから

大丈夫です、原料非課税にします、たった４，０００億

か５，０００億ぐらいですから、経済活動に影響が出な

いから大丈夫です、というように説明されるもの

です。でも、私に言わせると、そういう税制だと

したら、本当に環境税なのか。環境のための歳出

に使う税収を確保する税というだけなのではない

か。そういう新税を、はっきり言って本当に担ぐ

というのは一体どういうことなのか。経済状況の

認識はどうなのか、今これだけ石油がどんどん上

がっているときに、では、本当に石油関連の消費

は減っているのかというと、あんまり減らない。

それから、国民にそれだけの覚悟があって、税負

担を経済活動に影響があるほどかけるつもりがあ

るのか。あるいは、新税って簡単に言うけど、新

税を創るというのは政治的に大変コストのかかる

話で、そういうことを消費税の引き上げとか、い

ろいろな議論をしているときにほんとにぶつける

必要があるのか。もし、３，０００～４，０００億円の金が要

るとか、今年は１，２００億円とか、だんだん相場も下

がってきているようですが、しかし、そういうこ

とがあるとすると、財源確保ということで議論し
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たほうがいいのではないかということもあります。

それから上場株式のキャピタルゲインの議論は

皆様の会社にとっても少し関係あるかと思ってま

すが、何にもしないと２０％か１０％になるというこ

とは注意していただきたいと思います。２０％の税

率を、税制改正をして１０％にするという話ではあ

りません。いま現行の条文で何もしておかないで

いくと１０％から２０％に税率が結果として引き上が

る。法律の書き方から言うと、元に戻るというふ

うにいま書かれておりまして、そういう意味では

もし２０％への引上げに反対だとお考えなら、もう

少し声が出ないと、このままだと税理論のまま押

し切られそうな雲行きのような気がしてなりませ

ん。

それはなぜかというと、これまで金融所得を一

体課税するという観点で２０％に税率を合わせる改

正を行ってきました。例えば、配当課税は原則総

合課税でした。総合課税というのは累進課税です。

そして、分離課税も３５％源泉分離という制度があ

りましたが、いずれにしても高かった。譲渡益も

２６％の申告分離課税。それから無くなりましたが、

５％の見なし所得率に２０％の税率をかけるという

１％見なし分離課税みたいなものがあった。「金融

商品に対する課税は中立性が大切だ。わかりやす

く簡単な税がいい。それから貯蓄から投資へとい

う形で日本のマーケットや資金調達を変えるべき

だ」ということで、実を言うと税率の引下げを２０％

を目ざして行ってきました。そして平成１３年度か

ら１６年度にかけて２０％で揃えて、税制当局的な理

解、そして、多分にそういう理解で理論的には進

んできたと思いますが、ここを２０％の一体課税で

揃える。ところが株式市場が厳しい中で本則の２０％

を平成１５年度から１９年度の間１０％にしているとい

うのが特別な措置を講じたという立場からの説明

であって、１９年度に何もしなければ自然に戻るの

でしょう。今のマーケットは、これを導入した平

成１４年と１５年度の状況は全然違うでしょうという

議論であります。

もちろん、今マーケットはだいぶ変わってきて

いますし、マーケットがよくなってきているとい

う認識はありますが、ただ、株式のマーケットが

崩れてしまうということになった場合に、今の法

人の収益構造や、今の景気に対する影響がどうな

のかという議論は大いにチェックしていかなけれ

ばいけない。だから、例えばマーケット関係者の

なかには、「外人の保有割合や、売買比率が非常に

高まっている中で、１０％が２０％に戻ってしまうと

いうことを外人投資家はあまり認識していないの

で、これが知れたら非常に崩れる要因になる」と

か、いろいろおっしゃる方と、「いやあ、経済の実

体が相当にいいので、１０％から２０％へという話は

ある程度折込済みで、そんなに株式市場は影響が

ないのではないか」という方と両方の意見があり

ます。政府の立場とは別に、党税調の中では、や

はり実体のマーケットのありよう、そうしたこと

もよく見ながら反応していくということになるだ

ろうと思います。

そういうことで、ざあっといま１時間のお話を

させていただきました。あと、移転価格税制だと

か、内税控除とか、国際課税の問題点もあります。

外税控除は引き続き検討していくということにな

っており、税当局は今年特に適正化も打ってこな

いはずです。ですから、引き続き外税控除に関す

る勉強会で事例を積み上げながら勉強していくと

いうことだと思います。移転価格については、要

望側としては、いわゆる政府間が協議をしている

間、資金繰りで取られる分を一体どうしてくれる

のかという話や、あるいは判断基準が不透明であ

るので、もう少し基準を明確にしてほしいみたい

な話が要望で出てまいりましたので、そうしたこ

とはまた技術論として検討されていくだろうと思

っております。

そんなことで、法人課税を中心に皆様方に関心

のありそうな税制を中心にお話しをさせていただ

きましたので、皆様からいろいろご意見やご質問

を伺いたいと思っております。私自身も税制調査
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会の幹事でありますから、税制改正大綱を書くと

き等はもちろん全体のバランスを含めて書いてま

いります。それから、議論の中で全体のバランス

としてしっかりと正しい議論をしていきたいと思

います。税には課税の公平とか、税理論みたいな

こともあります。税理論で、税制が整合的にでき

ているかとか、税理論的に仕組みがどうなのかと

いう議論も一方であります。しかし、税制を私は

経済実体とか、マーケットの状況だとか、やはり

そうした経済や経済活動というものを中心に考え

てみたときに、ツールとしての税制がどうである

のかという点で考えていくのが一番重要だと思っ

ております。

ちょっと早口になりまして恐縮でございました

が、ご清聴ありがとうございました。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

〈質疑応答〉

【質 問】

貴重なお話をありがとうございました。１つ２

つ教えていただきたいことがございます。１つは、

税のコンバージェンスですが、これは国際社会の

中で税のコンバージェンスというのはどういう地

位を占めているか。日本の場合は、「税のコンバー

ジェンスだけでは足りないんだよ」といつも我々

は言われています。税の公平性だとか、経済状況

とか、そういう全部を考えてという話だと思いま

すが、国際社会の中でそういう税のコンバージェ

ンスと言うのはどういう位置を持っているのでし

ょうか。

それから、消費税を上げることと、法人課税を

下げること。今日のお話だと、要するに、法人税

というのは前取りの部分が多いということですが、

そうすると、消費税とか、個人所得課税のような

ものがこれから上がってくれば、当然、法人税は

連動すると考えていいものなのか、それぞれ別個

の話でたまたま連動しているとお考えなのでしょ

うか。

【後藤先生】

まず、税のコンバージェンスは諸外国でも共通

の課題になっていることです。各国の税当局は、

基本的には税の引き下げ競争を法人税ですること

を恐れてはいます。それはなぜかというと、際限

のない引き下げ競争になるからで。だから、国際

租税委員会なんかで議論するときには、定期的に

法人税の下げ競争はやめよう。そうじゃないと、

お互いに財政が持たないからというような議論を、

従来租税委員会で何度も議論をしたりしておりま

す。そういう意味で、税のコンバージェンスとい

うのは非常に重要な議論です。

私は少し強調しましたが、税制改革全般をやる

ときに、税のコンバージェンスだけだと申し上げ

ているわけでも必ずしもなくて、例えば、消費税

と所得税と法人税のバランスなど税のバランス論

というのはあると思います。ただ、税のバランス

論というのももちろんありますが、しかし、やっ

ぱりいま国際経済社会がこれだけ進む中で、やは

り税のコンバージェンスというのは非常に重要な

課題で、恐らく、法人税の世界で議論するときに

は最も重要な価値判断な尺度である。それは、諸

外国とも皆一緒です。

基本的に諸外国の経済戦略は何であるかという

と、法人税を下げて消費税を上げることです。そ

れはなぜかというと、結局、経済活動の源はなる

べく自国に置きたい。自国に置くということはど

ういうことかというと、雇用所得を落としている

ことでもありますし、経済活動が大きくなること
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でもあります。大きくなった経済活動に薄く広く、

消費課税をかけて、そして、その消費税を上げれ

ば、実を言うと自分の国の中に経済活動を呼び込

むということがトータル一番メリットになるから。

そういう意味で、実を言うと世界各国とも、戦

略的に考えたときの税の１つの方向は法人税の率

を引き下げて、消費税の税率を上げるというのは、

国際経済戦略的に考えたときの各国の共通した戦

略だということははっきり言えると思います。税

のコンバージェンスが一番重要だと言いましたが、

もちろん、消費、所得、資産、課税のバランス論

と言うのはもちろんありますし、課税体系論とい

う議論がないわけではありません。しかし、法人

の実効税率や、いわゆる法人の税負担を考えると

きには、非常にコンバージェンスは重要である。

これは世界各国共通の、日本も含めた認識だと思

います。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

〈おわりに〉

今日は、皆様に関係の深い税制の諸問題につい

てお話をしましたが、税というのは政治の一番の

要諦の１つだと思います。

それはなぜかというと、法人税はいまコンバー

ジェンスだと言いましたが、相続税なんかになる

と、全く皆さんの価値判断です。つまり、３代経

ったら子孫に美田が残らないのが公平だと考える

か。何で私たちは一生懸命働くのか。それは、子

供や孫や子孫に、自分の働きを残してやりたいか

らなのではないか。これは、人類の本源的な本能

で、これに基づいてアメリカの有名な経済学者は

ダイナシティ論を造っています。いわゆる、王朝

理論ですね。そういう意味では、相続税の世界な

んかは全くそれぞれの皆さんの人生に対する哲学

や価値判断が正面からぶつかる世界でもあります。

所得課税もそうです。実を言うと有能な働く力

のある人により意欲を持って働いてもらうほうが

いいのか。そのためには、ある程度、機会の平等

を働かせて、ある程度運がよくて、能力があって、

努力した人がたくさんの手取りをもらえるという

のは社会の美学であると考えるか。それとも、日

本のようなどちらかというと、結果として皆ある

程度平等な社会がよいのか。

昔、中国から�小平がやって来たとき、�小平
は日本の現状を見て言いました。「わが中国が目指

している共産主義の理想郷がこの日本で実現して

いる」と。それはなぜかというと、彼らにとって

みれば、全体として豊かになりたいわけです。そ

して、全体として豊かになって貧富の差をなくす

のが共産主義です。中国の当時の現状、今でもそ

うですが、思い起こしていただければわかります

が、中国は全体が貧しくて貧富の差がすごく大き

いんです。それで、�小平はそういったわけです。
つまり、大企業の社長も、相当なオーナーも、そ

んなに違う生活はしていない。もちろん、会社の

株式を持っているとか、そういう話は別としても、

そんなに違う生活や、全く人種が違うような生活

をしているわけではない。そういう意味で、個人

所得課税でも、そういう哲学上の問題はあります。

私が言ったのはいろいろな価値判断が入っている

から税制というのはそういう意味で非常に政治マ

ターだということです。また、景気に対して税を

取る、取らないということは、非常に経済活動に

対して中立的でない影響を与える。そういう意味

では、非常に最も政治の重要な仕事だと思います。
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日 本 海 運 の 現 状  

2006年１月 

社団法人　日本船主協会 

「日本海運の現状（２００７年�月）」の発行
当協会では、各種海運資料を作成しておりますが、今般

「日本海運の現状（２００７年１月）」を刊行いたしました。

「日本海運の現状」は、グラフや資料を用いながら、項目

ごとに簡潔な解説を付し、日本海運の最新の姿を説明した

もので、世界海運とわが国海運の輸送活動、海運経営、外

航船員、内航海運の４つの柱で構成されております。

ご希望の方には、無料でお送りしておりますので、e�mail

または FAXにて�会社名、�送付先、�希望部数をご記入
のうえ、下記までお申し込み下さい。

〈お申し込み先〉

（社）日本船主協会 企画部（担当：利岡）

〒１０２�８６０３東京都千代田区平河町２�６�４海運ビル
TEL：０３�３２６４�７１７４ FAX：０３�３２６２�４７５７
E�MAIL : pln�div@jsanet.or.jp

「日本海運の現状（２００７年�月）」掲載項目

（企画部：利岡）

�．世界海運とわが国海運の輸送活動

�．主要資源の対外依存度

�．わが国貿易に占める海上貿易の割合

�．世界の海上輸送量と船腹量推移

�．わが国商船隊の輸送量推移

�．わが国商船隊の船腹量推移

�．わが国商船隊の構成

�．わが国商船隊の積取比率の推移

�．世界の船齢別船腹量

	．世界の商船建造量と竣工予定

１０．世界の船舶解撤量の推移

�．海運経営

�．海運市況

�．わが国商船隊の運賃収入の推移

�．外航海運企業の損益状況

�．外航海運企業の財務内容

�．対米ドルレート為替相場の推移

�．外航海運のドル建て比率と他産業の海外売

上比率の比較

�．アジア�北米航路及び日本�アジア航路に

おけるコンテナ輸送の現状

�．一船当たりの年間船員費比較

	．諸外国の海運強化策一覧

１０．主要国の海運強化策の概要

１１．諸外国のトン数標準税制一覧

１２．日本と欧州主要国の船舶償却制度の比較

１３．タックスヘイブン対策税制

�．外航船員

�．外航船員数の推移

�．年齢・階層別の船員数

�．内航海運

�．国内輸送機関別にみた貨物輸送の推移

�．内航海運の企業規模

�．内航海運暫定措置事業

�．内航燃料油価格の推移

［付録］海運年表

２００７年１月
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メ ン バ ー 紹 介 

主要データ

会社概要
会 社 名：株式会社 商船三井

（Mitsui O.S.K. Lines, Ltd.）
本社所在地：〒１０５�８６８８東京都港区虎ノ門

２丁目１番１号
本店所在地：〒５３０�６５９１大阪府大阪市北区中之島

３丁目６番３２号
資 本 金：６４，９１５，３５１，０２８円
発行済株式数：１，２０５，４１０，４４５株
株 主 数：１３１，０５０名
主 要 株 主：日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社、日本マスタートラスト信
託銀行株式会社、資産管理サービス
信託銀行株式会社、三井住友海上火
災保険株式会社、株式会社三井住友
銀行、ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー、三菱UFJ
信託銀行株式会社、ステートストリ
ートバンクアンドトラストカンパニ
ー、株式会社みずほコーポレート銀
行、みずほ信託銀行株式会社

株 式 上 場：東京、大阪、名古屋、福岡、札幌、
各証券取引所

従 業 員 数：８８１人（陸上６００人海上２８１人）
＊他社等への出向者を除く

グループ会社：ダイビル�・関西汽船�・商船三井
客船�・商船三井ロジスティクス�
・宇徳運輸�など、２７５社（連結決算
対象会社）
＊グループ会社従業員数８，３５１人
（連結決算対象会社）

No.4 株式会社 商船三井

▲本社ビル外観

�ファンネルマーク
（オレンジ一色）
▼コンテナに描かれたアリゲ
ーターマーク

▲代表取締役社長執行役員 芦田昭充
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企業理念
�顧客のニーズと時代の要請を先取りする総合輸
送グループとして世界経済の発展に貢献します

�社会規範と企業倫理に則った、透明性の高い経
営を行ない、知的創造と効率性を徹底的に追求
し企業価値を高めることを目指します

�安全運航を徹底し、海洋・地球環境の保全に努
めます

歴 史
１８８４年 大阪商船設立
１９３０年 高速貨物船「畿内丸」「（１０，１４２重量トン）

を建造、ニューヨーク急航サービスを開
始。横浜�ニューヨーク間を２５日と１７時
間３０分で走破。当時の平均記録の３５日間
から大幅に短縮

１９３９年 「あるぜんちな丸」及び「ぶらじる丸」を
建造。両船は、貨客船として南米航路に
就航。当時の日本造船技術の粋を集めて
建造した代表的貨客船で、多くの客船フ
ァンを魅了

１９４２年 三井物産は船舶部を分社化し、三井船舶
を設立

１９６４年 日本の海運界は大型集約により６社にな
る。大阪商船と三井船舶が合併し、大阪
商船三井船舶に、日東商船と大同海運が
ジャパンラインに、山下汽船と新日本汽
船が山下新日本汽船となった

１９６５年 日本初の自動車専用船「追浜丸」を就航、
日本の自動車輸出に貢献

１９６７年 柳原良平氏のデサインのアリゲーター・
マークが、大阪商船三井船舶の世界的規
模のドアツードア・コンテナ・サービス
のシンボルとして登場

１９６８年 大阪商船三井船舶、ジャパンライン、山
下新日本汽船は、日本�カルフォルニア
航路に、「あめりか丸」、「ジャパンエース」、
「加州丸」のフル・コンテナ船をそれぞ
れ就航させる

１９８３年 LNG船「泉州丸」就航
１９８９年 日本初の本格的クルーズ外航客船「ふじ

丸」就航
ジャパンラインと山下新日本汽船の合併
により、ナビックスライン発足

１９９０年 ふじ丸の姉妹船、「にっぽん丸」就航
１９９３年 船員養成学校をマニラに設立

１９９９年 大阪商船三井船舶とナビックスラインが
合併、新生・商船三井発足

２００３年 本社すべての部門および当社運航船舶が
ISO１４００１を取得。風圧抵抗を軽減・省エ
ネ設計の新型自動車船竣工

▲VLCC「OHMINESAN」「OTOWASAN」

▲石炭専用船「海燕」

▲２０万トン型バルカー「AZUL FORTUNA」
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入会日・所属地区
１９６４年４月１日（京浜地区船主会所属）
組織図（次ページ参照）
地図＆所在地周辺案内
本社ビルがある虎ノ門界隈は、サラリーマンの

憩いの場・新橋に隣接しており安い飲み屋には事
欠きませんが、ここでは当社ビルロビー階にある、
カジュアルフレンチレストラン「プティトノー
Le petit Tonneau」を紹介します。
フランス料理店にはフォーマルなコース料理を

中心とした店が多い中、このお店は「カジュアル」
を売りにしています。オーナーシェフのフィリッ
プ・バットンさんは、テレビに登場するくらい名
の知れたフレンチシェフで、この店を含めて３店

のレストランを東京に持っています。フランス人
のウエイターが多いせいか、東京で暮らすフラン
ス人が会合などで利用しているようです。本場の
フランス料理を手ごろな値段で味わいたい方には
お勧めです。

ホームページ紹介

当社はホームページでの情報発信に力を入れて
います。特に次の３点に関しては、メインのペー
ジから独立した形でご覧いただけるように工夫し
ています。
１）採用情報のページ
２）決算・投資家情報のページ
３）CSR・環境保全のページ
なぜならこれらのページは、以下の通りにそれ

ぞれ読者対象が異なるからです。
１）当社を就職先として志望する大学生
２）は、当社の株に興味がある投資家
３）は、当社の活動に関心があるすべての人々
それぞれの読者が、速やかに必要な情報を取れ

るよう工夫を凝らしています。１）の採用情報の
ページでは採用条件などの必要情報だけでなく、
学生に当社の実情をより正確に把握してもらうた
め、社内報「うなばら」の情報（若手スタッフか
らの海外事情に関する投稿記事）を転載すること
により、当社社員がどのような活動を日頃で行っ
ているかを伝えています。２）の決算・投資家情
報のページでは、当社の IR担当者が直接、ホーム
ページの修正・変更を担当することにより、タイ

金刀比羅宮

三菱東京UFJ

▲本社ビルロビー階にあるプティトノー

▲http : www.mol.co.jp�menu�j.html▲社内風景
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組 織 図
本 店 業 務 室内 部 監 査 室

秘 書 室 札 幌 支 店

経 営 企 画 部 苫 小 牧 事 務 所

ＣＳＲ・環境室 横 浜 支 店

内部統制推進室 名 古 屋 支 店

人 事 部 大 阪 支 店

相 談 室 神 戸 支 店

総 務 部 広 島 事 務 所

広 報 室 九 州 支 店

営 業 調 査 室 中 東 総 支 配 人 室
監 査 役 会 監 査 役 室 情 報 シ ス テ ム 室 モスクワ駐在員事務所

ウラジオストック事務所株 主 総 会 取 締 役 会 経 営 会 議

ＳＴＥＰ委員会 財 務 部 MOL (America) Inc.

予 算 委 員 会 経 理 室 CORPORATIVO MOL DE MEXICO, S.A.DE C.V.

投 融 資 委 員 会 Ｉ Ｒ 室 MOL (Brasil) Ltda.

安全運航対策委員会 船 舶 部 MOL (Chile) Ltda.

ＣＳＲ・環境対策委員会 技 術 部 MOL (Panama) Inc.

コンプライアンス委員会 技 術 研 究 所 MOL (Europe) B.V.

中国・成長地域ビジネス委員会 定 航 部 MOL (Europe) Gmbh.

中東ビジネス委員会 自 動 車 船 部 MOL (Europe) Ltd.

MOL (Europe) N.V.鉄 鋼 原 料 船 部

不 定 期 船 部 MOL (Europe) S.A.S.

専 用 船 部 Mitsui O.S.K.Lines (Austria) GmbH

MOL South Africa (Proprietary) Limited.油 送 船 部

Ｌ Ｎ Ｇ 船 部 Mitsui O.S.K. Lines (Nigeria) Ltd.

ロジスティクス事業部 MOL (Ghana) Ltd.

グ ル ー プ 事 業 部 MOL (Asia) Ltd.

�MOL Japan

MOL (China) Co., Ltd.

MOL (Taiwan) Co., Ltd.

MOL Philippines, Inc.

Mitsui O.S.K.Lines (Thailand) Co., Ltd.

Mitsui O.S.K. Lines (Malaysia) Sdn. Bhd.

MOL (Singapore) Pte. Ltd.

Mitsui O.S.K. Lines (SEA) Pte. Ltd.

PT Mitsui O.S.K. Lines Indonesia

Mitsui O.S.K. Lines (Australia) Pty. Ltd.

Mitsui O.S.K. Lines (New Zealand) Limited.

Mitsui O.S.K. Lines Lanka (Private) Ltd.

Mitsui O.S.K. Lines (India) Private Limited.

MOL (Vietnam) Ltd.

MOL (U.A.E) LLC.

Mitsui O.S.K. Lines (Combodia) Co., Ltd.

MOL (Asia) Seoul Rep. Office

Mitsui O.S.K. Bulk Shipping (USA) Inc.

Mitsui O.S.K. Bulk Shipping (Europe) Ltd.

Mitsui O.S.K. Bulk Shipping (Asia, Oceania) Pte. Ltd.
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ムリーな情報発信を心がけています。３）のCSR
・環境保全についても２）同様に、当社のCSR
・環境室が海運会社として発信すべき情報を一般
の人にわかりやすく伝えるべく、努力しています。
これらの中でも、上記１）採用情報ページの「世

界で展開中のMOLプロジェクト」は、当社の業務
の国際性をよくあらわしています。生の商船三井
社員の声を載せており、学生でなくても充分楽し
めますので是非ご覧になってください。
http : www.mol.co.jp�saiyoutop�

ある社員の会社生活

（Mitsui O.S.K. Line（lndla）Pvt. Ltd. 勤務の鷲田康二

（わしだこうじ）より）

コンテナはいつ着く�
「鷲田さん、ウチのコンテナは一体いつになった
らトゥクラカバードに着くんですか？」
私の月曜日は、いつもこんなふうに殺気だった

（失礼！）日系企業に勤めるインド人幹部職員か
らの電話や電子メールで始まる。日本や東南アジ
ア、いや全世界からインドに集まってくるコンテ
ナは、それぞれに波瀾万丈のドラマがあったはず
であるが、無事に早く届いて欲しいという送り主
や海運会社の祈るような熱い気持ちは、インドの
ゲートポートであるナバシャバ港で、無慈悲にも
完全に潰える。
毎年６月から１０月頃にかけてのピークシーズン

には、いったん鉄道貨車に載せてしまえば通常４２
時間程度で着く約１，４５０kmのムンバイ（ナバシャ
バ）・デリー間の輸送に、２～３週間を要すること
もある。原因はコンテナターミナルでの鉄道貨車
への積み込み待ち。悪いことに、ひとたび鉄道経
由の内陸輸送という形で税関に申告すると、途中
でトレーラー輸送へ切り替えようとしても、輸送
モードの変更が容易にはできない仕組みになって
いる。月並みな表現だが、急激な経済の発展に内
陸の基幹インフラや生産性の低いお役所仕事がつ
いていけない現状が続いている。

インドを楽しむ生活
自分で思いどおりにならないだけに本来ならイ

ライラが募るような毎日だが、幸か不幸か私はあ
まりストレスを溜めないタイプ（多分、それだけ
周囲の人にストレスを与えているのかもしれない）。

幸いにも、ヨガに傾倒しているカミさんも、毎日
の“計画”停電や風呂場の湯量が極めて少ないこ
となどに真剣に腹を立てているものの、インド生
活をうまく楽しんでいる様子である。デリー在住
の日本人駐在員の皆さんは、３連休などがあると
バンコクやシンガポールに“国外脱出”すること
が多いが、われわれはそういう機会を利用してデ
リー近郊（といっても車で７時間くらいかかって
しまうが）の避暑地や観光地に出かけている。北
に行けばヒマラヤ山脈に程近いウッタランチャル
州に英国人が開拓したシムラーやリシュケシュな
どの有名な山岳避暑地があるし、南西には広漠と
した荒地のラジャスターン州があり、点在するオ
アシス都市には往時をしのばせる壮麗なマハラジ
ャの宮殿がある。
最近の経済発展は目覚ましいとはいえ、日本や

東南アジアの諸国にはなくインドにはあるものが
まだまだたくさんあり、「せっかくインドに来たん
だから、インドでしかできないことをして楽しも
う」というのが、夫婦の合言葉になっている。「In-
credible India！」これはインド観光省が掲げる観
光振興のコピーだが、赴任１年余りたち、最近に
なってやっとその深遠な意味が分かってきた。イ
ンド探求は続きます。

▲オールドデリー。ここだけは時間が止まったよう

▲デリー市街から約５０�、ウッタルプラデシュ州にある
鉄道リンクの内陸物流拠点の ICD Dadri
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紹 
介 

船 
の 

LNG DREAM（エルエヌジー・ドリーム）
�NYK BULKSHIP（EUROPE）LTD.（日本郵船グループ）

�船の主要データ�
１）船 名：LNG DREAM

（エルエヌジー・ドリーム）
２）船 籍 国：バハマ
３）船 種：液化天然ガス

（Liquefied Natural Gas : LNG）
運搬船

４）船 型：MOSS型
５）総トン数：１１８，８７６（G�T）
６）重量トン数：７１，８４５（D�W）
７）最大積載 LNG量：約１４５，０００m３

８）全 長：２８９．００ｍ
９）全 幅：４９．０ｍ
１０）航海速力：２０ノット
�船の生い立ち�
本船は、貨物タンク容積が従来主力であった１２．５
万～１３．８万立米よりも一回り大きな世界最大級の
球形貨物タンクを持つ最新鋭のLNG船として川崎
造船所坂出工場にて建造されました。２００６年９月
１３日の就航時より現在まで、西豪州のダンピアと
主要荷主である大阪ガス殿の受け入れ基地である
大阪・泉北への LNG輸送に従事していますが、世
界中の様々な航路への就航も予定されています。
�乗組員の構成�
就航当初は、日本人職員６名、インド人職員７

名、フィリピン人部員１９名の計３２名で運航を開始
し、その後順次インド人への職員化を進め、２００７
年１月現在は日本人４名体制（船長、機関長、首
席一等航海士、首席一等機関士）に移行し、３０名
で運航しております。その他、後述いたしますが、

インド人研修生を６名受け入れています。
�本船の特徴�
本船は、現在稼動している世界のLNG基地に寄

航できるよう設計されており、当社のLNG船船隊
では、初の寒冷地仕様となっています。
主な寒冷地仕様としては、以下の装置が設置さ

れています。
�甲板上の消火ライン凍結防止のための、電熱線
によるヒーティング装置

�バラストタンク内の海水表面凍結防止のため、
常に一定の雑用空気を投入し、タンク内バラス
ト水を循環させるバブリング装置

�ある程度の氷海を航行できるよう、水線部外板
を肉厚とした、アイスベルト仕様

�救命艇内の属具・燃料等の凍結防止のための、
蒸気によるヒーティング装置
また、カーゴタンクカバーには、本船の主要荷

主である大阪ガス殿の１００周年記念事業の一つとし
て、画家ジミー大西さんによりデザインされた絵
に、公募による大阪市内の小学生の絵２０点が散り
ばめられた絵画を特殊フィルムに写し取り、貼り
付けてあります。
春夏秋冬をイメージしたもので、４種類のカラ

フルな絵（魚・蟹・海老・亀）が各舷タンクから
４番タンクまでそれぞれ配置されています。
�本船の運航状況�
どの船会社・どの船種にも言えることですが、

クリーンエネルギーとして注目されている LNG
の輸送に従事する本船においても、安全運航・安
定輸送を維持し、お客様の信頼を得ることが第一
の使命です。
積荷であるLNGは、沸点が－１６０℃であり、常に
沸騰状態であるため、貨物タンクの圧力は高くな
ります。このタンクの圧力を制御するため、LNG
船では他の船種と異なり、積荷である貨物（ガス
化したもの）を本船の推進用燃料としてボイラで
燃焼し、蒸気をタービンに供給する仕組みとなっ
ています。
積荷航海では、発生するガスとタンクの圧力の

制御に細心の注意が必要です。また、積み地にて
直ちに積荷役が行えるよう、揚げ地にて積荷の一
部を残したLNGを使用して、揚げ地出帆後積み地

その�

▲LNG DREAMのスタッフ
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までのバラスト航海の間、貨物タンクを規定され
た温度まで冷やす必要があります。
このようにLNG船では、積み荷作業や揚げ荷作

業のみならず、航海中においても貨物に関連した
作業を常に行っています。このため、他船種とは
異なり、LNG船では航海中の貨物管理を行うため、
貨物担当の航海士と機関士それぞれ１名が乗船し
ています。

～LNG船を取り巻く環境～

原油等の化石燃料に比べて、二酸化炭素の排出
低減等のメリットがあり、クリーンエネルギーと
して、ますます需要が世界的規模で拡大している
LNG業界において、輸送手段の一つである LNG
船も、今後拡大する傾向にあります。
しかしながら、LNG船隊の拡大とともに、その

運航を担うべき船員が世界的に不足しています。
この背景としては、既に説明致しましたが LNG
船の推進機関が蒸気タービンであることが一因と
して挙げられます。日本の機関士の海技免状は、
ディーゼル・タービンの両用に対応していますが、
他の諸外国はディーゼルとタービンの海技免状が
異なっているのが通例のようです。
タービンの海技免状を取得するには、タービン

船の乗船実歴が必要となります。現在のところ、

世界の船隊の殆どがディーゼル船であり、従って
現在の外国人機関士の場合、殆どがタービン船未
経験者であり、彼らを今後のLNG船運航要員とし
て確保・育成するためには、LNG船に実際に研修生
として乗船させ、海技免状を取得させる必要があ
ります。
当社では、各 LNGプロジェクトに合わせ、諸外

国の船員を育成するため、陸上研修�乗船研修を
積極的に進めており、本船においては、現在イン
ド人研修生を６名受け入れています。

�エルエヌジー・ドリームエピソード�

～船内生活～

どの船でも言えることですが、船内融和に一番
影響があるのは、食事ではないでしょうか？
本船は、日本人、インド人およびフィリピン人の
３国混乗であり、各々食事の内容が異なるため、日
々の食事の準備に、フィリピン人コックは大変です。
例えば、食材の調達ひとつをとっても、インド人
用のさまざまなスパイスの手配があり、それぞれ
のスパイスに応じた調理技術が必要となります。
本船は日本の造船所で建造されたため、当初の

食材も主に日本での補給とならざるを得なかった
ことから、これらスパイスを含めたインド人の食
材の購入には、相当の費用がかかり、会社にて定
められた予算内で取り揃えるのに非常に苦労しま
した。
本船のチーフコックは、食事が船内生活を円満

にする重要な要素であることを理解しており、常
に向上心を持って業務を行っています。特に、日
本料理に興味があるようで、いずれはフィリピン
で日本料理店を構えたいとの目標をもっているほ
どで、その成果は、日々の食事で垣間見ることが
できます。特に、正月には、おせち料理も登場し、
日本人乗組員を驚かせました。

▲ヘリポートもあります

▲船上でのひとコマ ▲チーフコックによる見事なおせち料理



変わったものと変わらないもの
LLoonnddoonn 便便りり

ついこの間まで、「せんきょう」の編集に携わり、

まだかと催促していたのが、逆に催促されるよう

になるとは……。催促してもダメな時には、仕方

なく自らゴーストライターをやるしかないので、

業務関連記事から“地区だより”まで書いた気が

します（こんなこと書いていいのだろうか？）。そ

の“地区だより”も阪神と九州が閉鎖されて、残

すはワシントンとロンドンだけになってしまい、

そうこうしている内に異動になり、その“地区だ

より”を書くことになってしまいました。

さて、ここロンドン事務所、正式には欧州地区

事務局（Europe District Branch）には１９９２年から

９５年にかけて駐在したことがあります。もう随分

と前の話で、帰国してから１１年、最後に出張で来

てから７年が経過していることもあり、上手くも

無い（はっきり言えば下手な）英語を駆使して格

闘しなければならない恐怖と、何よりも英国での

生活を単身でちゃんとやっていけるかどうかの不

安がありましたが、結局ロンドンは基本的には何

も変わっていませんでした。

ロンドンの生活

ロンドンは、食べ物がやたらと不味く、地下鉄

がまともに走らず、バスの運行もでたらめで、水

漏れやガス湯沸かし器の修理を頼んでもなかなか

来ないし、来ても１日では決して解決しない、水

道料金は異なった Customer numberで２通も請求

が来て、抗議しても Sorryの一言、しかも、きれい

な女性には、とんとお目にかからないし、おまけ

に図々しいときている。一体この国はこの１０年以

上も何をしていたのか？

こちらに来て、ICSやISF、英国船協やIntertanko、

Intercargoの人達と会うと、まず最初に、「前と比

べて今のロンドンはどうだ？」と必ず聞かれる。

聞かれても「何も変わっていない」としか言いよ

うがない。すると、例えば、「ロンドンの地下鉄は

昔に比べて格段に良くなっただろう」と言う。ま

ぁ、言われてみれば昔は IRAの爆弾テロがちょく

ちょくあって、地下鉄車輌内に置き忘れた荷物が

あったりすると、不審物ということで即電車はス

トップ、乗客は全員駅の外に退避させられて爆弾

処理班が駆けつける、ということが良くあった。

さらにひどいのは、天気がいいとやたらに通過す

る駅が多かったこと。これは、駅員が仕事を休ん

で遊びに行ってしまうかららしい。駅員が規定数

に達しないと安全上の理由で駅が閉鎖されてしま

うのだ。確かに今はこうしたことは無いが、２０１２

年のオリンピックを控えて夜間と週末には毎日地

下鉄の近代化工事が行われていて、予定通り工事

が完了しないと、朝から地下鉄は大混乱する。信

号機故障も頻繁にあってロンドン市民は大変怒っ

ている。

一方で、交通機関の料金はビックリするほど値

上がりした。昔は（と言っても僅か１０数年前の話

だが）地下鉄の初乗りが確か６０ｐか８０ｐあたりだ

ったと思うが、今は何と£４もする。日本で１０００

円も払ったら一体どこまで行けるのか？といった

話題が日本人の間では良く出る。

ロンドンの人達

２回目になると、良くも悪くも最初の感動とい

うか、不安というか、緊張感が確実に減じてしま
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う。それでも、初めて来た時から自分が異邦人で

あるという意識は不思議と持たなかった。多分、

街中にアラブ系、アジア系、カリブ・アフリカ系

の人種がわんさと溢れているからだと思う。日本

人も相当増えた。

これは今も変わらない。しかも、EU諸国を中心

とした外国人の移民（出稼ぎ？）がどんどん増え

ている。英国の好景気（を通り越してバブルに近

い）もあるし、２００４年にチェコ、ハンガリー、ポ

ーランドといった１０カ国が EUに加盟した影響も大

きいのだろう。さすがに、英国政府も今年加盟し

たブルガリアとルーマニアからの移民は制限する

らしい。

一方で、昔は地下鉄にしてもバスにしても、そ

れなりに（英国人の大好きな）queue（列）を作っ

ていたように思う。少なくとも我先に乗車しよう

とするような光景は滅多に見られなかった。たま

に割り込み者がいたりするとお年寄りが“Make

a queue！”と叫んでいたのを良く見かけたものだ。

バス、地下鉄に限って言えば、今、この queue

は完全に消滅した。

憶測でしかないが、外国人が増えたことが大き

な理由のような気がする。ただ、白人を見ても英

国人なのかどうか、さっぱり分からないが…。そ

れに、人口密度が高くなれば列を作るという心の

余裕も失われるのだろう。だから、日本も仕方が

無いのだ、と言い聞かせたりしている。

ロンドンの仕事

ロンドンの仕事も昔と変わらない。毎週、会議

ばかりある。ICS、ISFは勿論のこと、IMOの会議も

ごっそりあるため、会議レポートは、その日に書

き上げないと永久に書く機会を失ってしまう（よう

に思われる）。つい近年までは日本人駐在員が２名

いたのが、今は１名体制になった。こうした事情も

あり、NYK Europeの佐藤会長に事務局長をお願い

して、当協会が加盟する ICS理事会等の会議や各

種行事に JSAを代表して出席していただいている。

一方で、仕事のやり方は完璧に変化した。これ

はロンドンに限らないが、昔は、まだ TELEXが現

役だった。さすがにこちらからの送信は FAXを使

ったが、毎日送付する新聞記事は、のりとハサミ

で送信原稿を作っていて、ひどく面倒な作業で時

間もかかったが、ある意味とてものんびりしてい

た。今は、PC（メール）という文明（悪魔）の利器

（道具）が出来たために、仕事は格段に速く処理

できるようになったものの、情報量、仕事量も格

段に増えて、とんでもない時代になった。さまざ

まな案件毎に各国の船協間でメールが飛び交う。

おまけにモバイル PCという（欲しくも無い）必需

品（携帯電話もそうだ）があるので、土日であろ

うが自宅で仕事が出来てしまう。外地勤務の一番

のメリットであろうと思われる仕事の ON�OFF

の境が無くなってしまった（モバイル PCの電源を

ONにしなければいいだけなのだけれど）。

さいごに

思いつくままに書いて、とりとめも無いものに

なりましたが、それでも色んな意味で、また何に

も変わらないロンドン（英国）は良いところです。

私は大好きです（日本の次に）。

（欧州地区事務局 駐在員 保坂 均）
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１
日
海上保安庁は、東南アジア海域での海賊対策

を推進するため、警備救難部国際刑事課に新

たに「海賊対策室」を設置した。

５
日
当協会は、新年賀詞交換会を海運クラブにて

開催した。

１２
日
国土交通省は、昨年１２月に取りまとめた「内

航海運ビジネスモデル検討会（座長：今橋隆

・法政大学経営学部教授）」の報告書を発表し

た。

１５
日
「船員にかかる労働契約・労働時間法制検討会

（座長：野川忍・東京学芸大学教授）」の第６

回会合が開催され、同検討会の中間とりまと

めが発表された。

（Ｐ．６海運ニュース参照）

１５
日
「港湾施設の出入管理の高度化に関する検討会

（座長：池田龍彦・横浜国立大学教授）」の第

６回会合が開催された。

１５
〜
１７
日

ASF船員委員会第１２回中間会合が香港にて開

催された。

（Ｐ．４海運ニュース参照）

２２
日

ICC（国際商業会議所）の IMB（国際海事局）

は、２００６年に全世界で発生した海賊等事案に

関する年次報告（速報値）を発表した。それ

によると、海賊被害件数は２３９件（２００５年は２７６

件）となり、３年連続で減少した。

２２
�
２６
日

IMO第３８回訓練・当直基準小委員会（STW

３８）がロンドンにて開催された。

（Ｐ．２海運ニュース参照）

２５
日
国土交通省は、わが国外航海運事業者等を対

象とした２００６年のわが国関係船舶における海

賊等被害状況調査結果を発表した。それによ

ると、２００６年１年間に海賊等の被害（単に船

舶に乗り込まれたものを含む）を受けたわが

国関係船舶は８件（２００５年は９件）で、その

ほとんどはインドネシア周辺海域で発生して

いる。

２６
日
国土交通政策審議会港湾分科会（分科会長：

黒田勝彦・神戸大学名誉教授）の第２１回会合

が開催され、港湾物流の新政策について検討

がなされた。

２９
日
「船員教育のあり方に関する検討会（座長：宮

下國生・大阪産業大学経営学部教授）」の第３

回会合が開催され、最終報告の骨子案につい

て審議がなされた。

２２００００７７年年
11月月
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国際会議の予定（３月）

会議名：IMO第５０回設計設備小委員会（DE５０）

日 程：３月５日～９日

場 所：ロンドン

会議名：IOPC Fund総会・理事会等

日 程：３月１４日～１６日

場 所：ロンドン

当協会半田常務理事 NHKラジオ番組に出演

１月２２日、NHKラジオ第一放送の「ラジオ夕刊」に半田收・当協会常務理事がゲストとして生出

演した。当日は、「海運立国日本の最前線」と

題し、同番組のキャスター岡部徹解説主幹・

中野由貴アナウンサーと対談する形で、船長

の経験を生かして、船の大きさや船内の様子

などをわかりやすく説明するとともに、海運

の重要性を強調したうえで、日本海運が競争

力を維持するために諸外国がこぞって導入し

ている「トン数標準税制」をわが国にも導入

する必要があることを訴えた。

（総務部：石川）

船船協協だだよよりり

▲キャスターの質問に答える半田常務理事（左）
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５

２００６年１月
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５２，１０９
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２

５，００８
５，８５０
６，８１６
６，１２９
５，７０４
６，２７１
６，３２１
６，１４１
６，８３２
６，５９３
６，６３１
６，９６０

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４２，２２８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１

５，３６２
４，９０３
５，８４８
５，４７９
５，３２３
５，４６５
５，４６３
５，９４６
５，８２３
５，９８４
５，７２１
５，８４７

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
９，８８１
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２

▲３５３
９４７
９６８
６５０
３８１
８０５
８５８
１９５

１，００９
６０９
９０９

１，１１３

９．６
２．６
８．６
６．４
４．７
１２．１
７．３

１３．５
２０．７
１８．０
１１．３
１８．９
１４．５
１４．２
１７．６
１５．３
１１．５
１２．１
９．８

１６．８
１２．３
１６．１
▲０．４
５．１
１０．９
１５．６

２７．０
３０．３
２５．３
２０．２
１８．０
１８．３
１６．９
１６．２
１７．０
１７．５
７．６
７．７

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年２月
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

２００７年１月

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０

１１７．８７
１１７．３１
１１７．１３
１１１．５１
１１４．５３
１１５．６５
１１５．８８
１１７．０１
１１８．５９
１１７．３５
１１７．３０
１２０．６０

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０

１１６．２５
１１５．８２
１１４．３０
１０９．５０
１１１．６５
１１３．６５
１１４．４４
１１５．８５
１１７．４２
１１５．６５
１１４．８７
１１８．３７

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１

１１８．９５
１１８．８６
１１８．６７
１１３．６５
１１６．５４
１１７．２５
１１７．３２
１１７．９３
１１９．５１
１１８．３０
１１９．０３
１２１．９９

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６ ５
６
７
８
９
１０
１１
１２

２００７ １

１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２
８４，５０２

９，８５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１

３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４

３００
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７
８３，８５８

９，５５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１

５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２

３，０４５
９７０

１，５８０
８５７

１，４８５
１，５５０
２，４８５
１，１５０
１，９９７

１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９

３４７
９５
１７
０

２８５
５３４
２５１
１６８
１１５

７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３

１４
０
０
０
２８
０
０
０
０

７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５
５６，４８２

６，０９０
３，６１０
２，７１５
４，２５０
５，４８０
４，８５８
５，６３８
３，３１５
６，２４９

４７２
４４２
２４８
５９６
２４７
０

０
０
０
０
０
０
７３
０
０

９７８
１，０５４
４３８
６９０
３３１
２９３

６１
０
６
０
９４
５０
０
０
０

９１４
２４９
１７２
１０８
８６
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４

３２，３９２
２６，５６３
２０，５８８
２０，１６２
２４，４１６
２５，６７９
３７，５４２
２４，５４０
２８，８６２

３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３

７，９８６
１２，１４０
１１，１３２
１６，１４３
９，３６１
６，４５０
１１，３４６
８，６５５
１３，１３７

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。�品目別はシングルものの合計。�年別は暦年。
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００４ ２００５ ２００６ ２００４ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１５２．５０ ８７．００
１５９．００１０２．５０
１１７．５０ ７０．７５
１１０．００ ７７．５０
１２５．００ ７１．２５
１３５．００１１４．００

１４８．００１２０．００
１２１．００ ９７．５０
１５７．５０ ８３．５０
２９０．００１５６．００
３５０．００２６５．００
３１０．００ ８５．００

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００

１２７．５０ ８２．５０
１３２．５０ ８７．５０
１１２．５０ ６０．００
８７．５０ ６７．５０
１００．００ ６９．５０
１１２．５０ ８７．５０

１２３．００ ９５．００
１０２．５０ ８７．５０
１４５．００ ７５．００
２２５．００１１７．５０
２５５．００１６７．５０
２２５．００ ９７．５０

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００５ ２００６ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

６０．５０ ５９．７５
―
―
―
―
―

３７．７５ ３７．５０
―
―

４７．５０

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。�グラフの値はいずれも最高値。
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石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００５ ２００６ ２００５ ２００６ ２００５ ２００６

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

―
―

２７．００
―
―
―

―
１３．６０
―

２１．５０

１８．４５ １６．２０
―
―
―
―
―

―
―
―

２５．５０
３１．００

４０．００ １２．５０
３６．００ ３３．００
３９．２５ ３４．７５
３８．５０ ３４．００
３３．４０ ２１．５０
２１．５０ １６．６８

２３．５０ １９．００
２４．５０ １７．５０
２９．５０ ２６．００
３４．００ ２７．６３
３２．００ ２３．４８

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０
３４．２５ ２９．００
３３．００ ２９．５０

１９．７５ １６．００
２２．００ １７．２５

１６．２０
２４．２５ ２２．７５
２０．５０ １３．２５
１１．２５ １０．００

１１．５０ ９．２５
１２．１５ １０．３０

―
１８．５０ １５．８０

１４．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０
１７．５０ １３．４５
１９．００ １５．５０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００４ ２００５ ２００６
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３３
１３２
１３２
９６
９５
１１９

１２７
１０７
１０３
１９５
２７６
２１６

２５０
１７８
１５３
１４１
１３７
１４９

１５６
１５５
１５４
２８５
３４２
２４０

２８９
２１５
１８２
１４０
１６４
１９３

１８７
１６９
１６３
３５５
３７４
２６８

３８６
３５５
２３８
２０４
２０１
２３３

２４３
２１９
２２９
３２０
４３３
３７８

２８７
３２６
３２３
２１０
２３５
２５６

２４０
２１７
２２６
２６３
３９０
３６７

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

平均 １４４．３ １９５．０ ２２４．９ ２８６．６ ２７８．３ １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００４ ２００５ ２００６

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

２０５
２０６
１８８
１８１
１７５
１６８

１６６
１５９
１４６
１５５
１３８
１３８

１，３１７
１，２３６
１，１５６
１，１０１
１，０４１
９３５

９０２
９００
８０２
８８２
８１３
８１１

１，３５０
１，２７９
１，２３４
１，２３２
１，１７８
１，０５７

１，００６
１，００８
８８１
９３４
８７７
８７７

５３
５１
５６
５５
５４
５５

５２
５０
４７
４３
３８
３９

２８７
２８６
３００
１６３
１４５
１４２

１３１
１３０
９０
１０３
１１３
１４３

４８９
４９０
５０９
２５６
２２４
２１８

２０４
１９９
１４６
１４８
１６２
２１８

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００３ ２００４ ２００５ ２００６

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８５
１５６
１５１
２０３
２９０
３０４

２７３
２７６
２９４
３３７
３０９
３６０

１，７３３
１，６６９
１，８０２
２，０８１
２，３１７
２，１３５

２，２３８
２，３２２
２，４６７
４，４７７
４，０４６
４，５３９

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
３４５
０

２９０
２５８
２９５
３６０
２７５
３５１

４１５
４４２
４９４
４６９
４６４
５４０

２７８
２７２
３０５
３６６
３２５
３４４

４０５
４５３
５００
５１８
５１８
６０１

３２４
３２８
３７１
３４６
３４２
４２４

４７９
５２４
５７４
５７７
６１５
６３８

３０５
３７３
３５６
３４５
２９１
３２８

３８９
５４４
５４２
５９７
６２７
６６２

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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誕生日とは生まれた日を祝う記念日である。
プレゼントを受け取ったりその日のために用意し
たケーキや料理を、家族や友人と食べるのも毎年
の楽しみなイベントである。世間では、「早生まれ」
は、「遅生まれ」に比べて損か得かなどと言う議論
をよく耳にすることがある。「早生まれ」とは１月
１日から４月１日までに生まれた人で、１年前の
４月２日以降に生まれた人と同じ学年となる。
私は、何十年か前の４月２日早朝に産声をあげ

た。その後、小学校に入学し、初めて自分が同級
生の中で一番早く生まれたという実感を味わった。
近所に住む３月生まれの幼なじみの女の子は、小
さい頃は同い年だと思い込んでいたのに１学年先
輩になっていたのを知り驚いたことを思い出す。
反対に、３月生まれの同級生とは約１年の体力差
を感じ、何となく優越感をもちながら小学校生活
を送った記憶もある。
それ以降、あまり自分の誕生日を意識すること

もなく、一浪の末やっと大学に入学した早々、新
しいクラスメイトから質問を受けた。「何才ですか？」、
「２０才」と答えるや、「二浪ですか？」。また、会
社の入社式の翌日に、同僚に聞かれた。「何才です

か？」、「２４才」と答えると、「２年遅れですか？」。
その時はなぜか１年分損をした気持ちになってい
たように思う。これから何年か後には、賀寿の始
まりとなる還暦を迎える時期が訪れる。しかも同
年齢では一番早くである。その時に、自分は「４
月２日」にどのように喜びを感じるのであろうか。
昔は、還暦とは人生の大きな節目であったが、

今日では満６０才は現役であり、少子化の真只中、
長い年月をかけて熟成したものを、どのように会
社に、社会に還元し発揮して行けば良いのか楽し
みでもあり、また少々迷ってもいる昨今である。
長い人生において、１年という期間はたいした

問題ではない。ただ、早生まれの同級生より一つ
年上と思われても、同年齢で一番早く生まれると
いうのは、理屈抜きで気分がいい。自分で誕生日
を選べるのであれば、やっぱり「４月２日」生ま
れを選ばせてもらいたい。因に、妻は私と同じ年
の３月２８日生まれ。１学年先輩で「早生まれ」の
肯定派である。

三光汽船株式会社 社長室副室長
（経営企画担当）近 寿雄

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ部長 加藤 和男

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ コンテナ�港湾調査チーム長 細野 直也

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事 植村 保雄

常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

企画部長 園田 裕一

海務部労政担当副部長 山脇 俊介

編 集 後 記
最近のニュースから思うこと。日本経済

に目をやれば、第３四半期決算への期待を
織り込んでからか海運株が軒並み上昇。ビ
ジネスでは、従来の既成概念や業界の枠組
みを超えた新サービス・商品・PR等が日々
発表され、豊かになる毎日に嬉しい限り。
その一方、親族間の悲しい事件・企業の様
々な不祥事が頻発。良くも悪くも以前は想
定外だった物事が増えている気がします。
今迄の「当然…だろう」「まさかそこまで

…」といったいわゆる世間一般の常識・共
通認識といった類のものが変化しているの
かもしれません。ビジネスも人も変化・進
化し続けることが更なる飛躍へのポイント
かと思いますが、変えるべきものと守るべ
きものをしっかり認識して日々を送りたい
ものですね。 （MN）
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